[bookmark: _crmkz72sd087]留学プログラム重要事項説明確認書

留学プログラム申込者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、留学エージェント・留学支援会社　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が甲に対して提供する留学プログラムの紹介、申込手続支援、渡航準備支援その他関連サービス（以下「本プログラム」という。）について、契約締結前に説明すべき重要事項及び甲が確認すべき事項を明確にするため、次のとおり本確認書を作成する。

[bookmark: _t67xye5jwvjm]第1条（目的）
1. 本確認書は、本プログラムの内容、提供条件、費用、支払方法、キャンセル・返金条件、渡航手続、現地生活、緊急時対応その他の重要事項について、乙が甲に説明を行い、甲がその内容を理解したことを確認することを目的とする。
2. 本確認書は、甲乙間で別途締結する留学支援契約書、留学プログラム申込書、利用規約その他関連書類（以下「関連契約書類」という。）と併せて適用される。
3. 本確認書と関連契約書類の内容に相違がある場合、甲乙はその内容を確認し、必要に応じて書面又は電磁的方法により合意する。ただし、法令上認められる甲の権利を制限するものではない。

[bookmark: _dstbcasdo8ci]第2条（留学プログラムの基本情報）
本プログラムの基本情報は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	プログラム名称
	

	留学先国・地域
	

	留学先都市
	

	教育機関・受入先名称
	

	留学目的
	□ 語学留学　□ 大学留学　□ 専門留学　□ 短期留学　□ その他

	留学予定期間
	年　月　日～年　月　日

	滞在予定期間
	年　月　日～年　月　日

	滞在形態
	□ ホームステイ　□ 学生寮　□ 賃貸住宅　□ その他

	申込人数
	名

	担当者

	


[bookmark: _l5u46ydniezl]第3条（プログラム内容及び提供サービス）
1. 乙は、甲に対し、本プログラムに含まれるサービスの内容及び範囲について、申込前に説明するものとする。
2. 本プログラムに含まれるサービスは、次のうち甲乙間で合意したものとする。
□ 留学先教育機関の紹介及び選定支援
□ 留学プログラムに関する情報提供
□ 入学申込書類の作成支援
□ 教育機関への出願・入学手続支援
□ ビザ・査証申請に関する情報提供及び適法な範囲での手続支援
□ 航空券及び渡航手段に関する案内
□ 滞在先の紹介又は手配支援
□ 海外留学保険に関する案内
□ 渡航前オリエンテーション
□ 現地生活に関する情報提供
□ 留学期間中の相談対応
□ 緊急時の連絡及び対応支援
□ 帰国後の相談・進路支援
□ その他（　　　　　　　　　　　　　）
3. 乙は、前項に記載されたサービスのうち、実際に提供するものと提供対象外のものを明確に区分し、甲に説明する。
4. 甲は、乙の提供するサービスが留学に関する支援業務であり、教育機関による教育の提供、入学許可、学業成績、資格取得その他の成果を当然に保証するものではないことを確認する。

[bookmark: _y5k1hffyzs8m]第4条（留学先教育機関及び受入条件）
1. 乙は、甲に対し、留学先教育機関の名称、所在地、教育内容、授業期間、受講条件及びその他重要な受入条件について、確認できる範囲で説明する。
2. 甲は、教育機関への入学又は受入れについて、当該教育機関が独自の審査基準及び受入条件に基づき判断することを確認する。
3. 語学力、学歴、年齢、健康状態、提出書類その他の条件により、希望する教育機関又はプログラムへの参加が認められない場合がある。
4. 教育機関の授業内容、講師、時間割、施設、受講方法その他の運営条件については、現地事情又は教育機関の判断により変更される場合がある。
5. 前項の変更が生じた場合、乙は、把握した情報を合理的な期間内に甲へ通知し、必要に応じて代替案その他の対応について協議する。

[bookmark: _r09enkiqoz1s]第5条（留学費用及び支払条件）
1. 乙は、甲に対し、本プログラムに必要となる費用の内訳、金額、支払先、支払期限及び支払方法を説明する。
2. 本プログラムに関する費用は、次のとおりとする。
	費用項目
	金額・条件

	申込金
	円

	留学支援手数料
	円

	入学金・授業料
	円

	滞在費
	円

	現地手配費
	円

	その他費用
	円

	合計金額
	円

	支払方法
	□ 銀行振込　□ カード　□ その他

	支払期限
	年　月　日

	適用為替レート・換算基準
	


3. 甲は、前項の費用のほか、航空券代、査証申請費用、海外留学保険料、教材費、食費、交通費、通信費、医療費、生活費その他の費用が別途必要となる場合があることを確認する。
4. 外貨建て費用については、為替相場の変動、金融機関の換算レート及び送金手数料等により、日本円での支払額が変動する場合がある。
5. 乙は、追加費用が発生する可能性のある項目について、合理的に把握できる範囲で事前に説明する。
6. 乙の責めに帰すべき事由による場合を除き、現地教育機関、滞在施設その他第三者による料金改定については、甲乙協議のうえ対応する。

[bookmark: _xmsv5tcz9mjw]第6条（申込手続及び必要書類）
1. 甲は、本プログラムへの申込みに必要な書類及び情報を、乙が案内する期限までに提出するものとする。
2. 申込手続に必要となる書類には、次のものが含まれる場合がある。
· パスポートの写し
· 入学申込書
· 学歴証明書又は成績証明書
· 語学能力を証明する書類
· 財政能力を証明する書類
· 健康診断書又は予防接種記録
· 保護者の同意書
· その他留学先国又は教育機関が指定する書類
3. 甲は、提出書類及び申告内容が正確かつ最新の情報であることを確認する。
4. 書類の不足、記載内容の誤り、提出期限の遅延等により、入学手続又は渡航手続に影響が生じる場合がある。
5. 乙は、甲から提出された書類について、契約上定められた支援業務の範囲内で確認及び案内を行う。

[bookmark: _gxa2c2me6e6m]第7条（パスポート及びビザ・査証）
1. 甲は、留学先国への入国及び滞在に必要なパスポート、ビザ・査証、滞在許可その他の要件を満たす必要があることを確認する。
2. ビザ・査証の発給、入国許可及び滞在許可は、各国の行政機関その他権限を有する機関が判断するものであり、乙はその取得を保証するものではない。
3. 甲は、必要書類の提出、面接、健康診断、財政証明その他の手続に協力するものとする。
4. ビザ・査証の審査期間、申請条件及び必要書類は、留学先国の法令又は行政運用の変更により変動する場合がある。
5. ビザ・査証の不許可又は発給遅延が生じた場合のキャンセル及び返金条件は、第11条及び関連契約書類の定めによる。
6. 乙が法令上資格又は許可を要する申請代理その他の業務を取り扱う場合には、必要な資格又は許可を有する者が適法に実施するものとする。

[bookmark: _p02z9slgy22i]第8条（渡航及び交通手段）
1. 甲は、渡航に必要な航空券、乗継便、空港送迎その他の交通手段について、手配主体及び費用負担を確認する。
2. 航空便の遅延、欠航、運航変更、乗継不能その他の交通事情により、予定どおりに渡航できない場合がある。
3. 航空券の変更、取消し及び払戻しについては、航空会社又は旅行手配事業者が定める条件が適用される場合がある。
4. 乙が航空券その他の旅行サービスを手配又は販売する場合は、旅行業法その他適用法令に従い、必要な登録、説明及び契約書面の交付等を行うものとする。
5. 甲は、渡航日程と教育機関の入学日及び滞在先の受入開始日との関係を確認する。

[bookmark: _yed4c8wsqmc]第9条（滞在先及び生活環境）
1. 乙は、甲に対し、滞在先の種類、所在地、設備、利用条件、費用及び生活上の注意事項について、確認できる範囲で説明する。
2. ホームステイ、学生寮その他の滞在施設については、施設管理者又は受入家庭が定める生活規則が適用される場合がある。
3. 甲は、生活習慣、食事、衛生環境、交通事情、文化、宗教、言語その他の違いにより、日本国内とは異なる生活環境となることを確認する。
4. 滞在先の変更を希望する場合、その可否、手続、追加費用及び返金条件について、現地受入機関等の規定が適用される場合がある。
5. 乙は、滞在先に関する問題又は相談を受けた場合、契約上の支援範囲に応じて、合理的な対応を行うものとする。

[bookmark: _dkj0u19axrs2]第10条（海外留学保険及び医療対応）
1. 甲は、海外滞在中に疾病、負傷、事故、盗難、賠償事故その他の予期しない事態が発生する可能性があることを確認する。
2. 乙は、甲に対し、留学先国又は教育機関が求める保険加入条件及び海外留学保険の必要性について説明する。
3. 甲は、加入する保険の補償内容、補償期間、免責事項、保険金額及び保険金請求手続を確認するものとする。
4. 留学先国の医療制度、医療費、救急搬送体制及び受診方法は、日本国内と異なる場合がある。
5. 持病、継続的な服薬、アレルギーその他留学生活に影響する健康上の事情については、甲が必要な範囲で医療機関及び関係機関に相談し、適切な準備を行うものとする。
6. 乙は、医療上の判断又は治療行為を行うものではなく、緊急時には必要に応じて医療機関その他関係機関への連絡支援を行う。

[bookmark: _74avrdu0a7wd]第11条（キャンセル・変更及び返金条件）
1. 乙は、甲に対し、本プログラムの申込み後におけるキャンセル、日程変更、留学先変更及び返金条件について、契約締結前に説明する。
2. キャンセル及び返金に関する主な条件は、次のとおりとする。
	項目
	条件

	申込後の取消し
	

	渡航前の取消し
	

	渡航後の中途解約
	

	ビザ不許可の場合
	

	入学不許可の場合
	

	教育機関の都合による中止
	

	返金対象費用
	

	返金対象外費用
	

	返金方法・時期
	


3. 乙は、キャンセル料が発生する場合、その算定方法、対象費用及び発生時期を明確に説明する。
4. 教育機関、滞在施設その他第三者に支払われる費用については、それぞれの取消規定が適用される場合がある。
5. 乙の責めに帰すべき事由によって本プログラムの全部又は一部が提供されない場合は、関連契約書類及び適用法令に従い、返金その他必要な対応を行う。
6. 本条及び関連契約書類の定めは、消費者契約法その他の強行法規により認められる甲の解除権、返金請求権又は損害賠償請求権を不当に制限するものではない。

[bookmark: _12pdpswor3l]第12条（プログラムの変更・中止）
1. 天災地変、感染症の流行、戦争、暴動、政情不安、入国制限、教育機関の休校その他の事情により、本プログラムの内容が変更又は中止される場合がある。
2. 乙は、本プログラムの変更又は中止を把握した場合、合理的な期間内に甲へ通知する。
3. 変更が生じた場合、乙は、変更内容、代替プログラムの有無、費用差額、返金条件その他必要な事項を甲に説明する。
4. 重大な変更が生じた場合、甲乙は、プログラムの継続、変更又は解除について協議する。
5. 変更又は中止に伴う費用負担及び返金については、原因、契約内容及び適用法令に基づき判断する。

[bookmark: _criyylqwhmqc]第13条（現地での遵守事項）
1. 甲は、留学先国の法令、入国・滞在条件、教育機関の規則及び滞在施設の利用規則を遵守するものとする。
2. 甲は、次の事項について説明を受けたことを確認する。
· 留学先国における法律及び生活上の規則
· ビザ・査証に基づく就労制限
· 教育機関が定める出席率及び学業上の要件
· 滞在施設の生活規則
· 飲酒、喫煙及び薬物等に関する規制
· 交通安全及び防犯上の注意事項
· 現地での緊急連絡方法
· パスポート及び貴重品の管理方法
3. 甲が現地法令又は教育機関の規則に違反した場合、退学、滞在資格への影響その他の不利益が生じる可能性がある。
4. 乙は、甲の行為によって生じたすべての結果について当然に責任を負うものではない。ただし、乙自身の契約違反又は法令上の責任が認められる場合は、この限りでない。

[bookmark: _1efxl76wpdmr]第14条（安全管理及び緊急時対応）
1. 乙は、甲に対し、留学先国の治安、災害、感染症、交通事情その他安全上の注意事項について、合理的に把握できる範囲で情報提供を行う。
2. 甲は、外務省の海外安全情報その他公的機関が提供する情報を確認し、渡航先の状況に応じた安全対策を講じるものとする。
3. 甲は、事故、疾病、犯罪被害、自然災害その他の緊急事態が発生した場合、現地の警察、消防、医療機関その他必要な機関へ連絡するものとする。
4. 乙が緊急時支援サービスを提供する場合、その対応時間、連絡方法、支援範囲及び費用負担は、関連契約書類又は別途交付する案内書面に定める。
5. 乙は、甲から緊急連絡を受けた場合、契約上の支援範囲及び対応可能な状況に応じて、合理的な支援を行う。
6. 甲は、緊急時に備え、家族その他の緊急連絡先を乙に届け出るものとする。

[bookmark: _e73t5ths0wml]第15条（未成年者の参加）
1. 甲が未成年者である場合、乙は、申込みに必要な法定代理人の同意その他の手続について説明する。
2. 未成年者の留学については、留学先国、教育機関又は滞在施設の規定により、保護者の同意書、現地後見人の指定その他の条件が必要となる場合がある。
3. 乙は、未成年者向けの見守り、送迎、生活支援、緊急時対応その他のサービスについて、提供範囲及び対応条件を明確に説明する。
4. 保護者は、未成年者の留学に伴う生活環境、安全上のリスク及び現地での行動管理について、説明を受けた内容を確認するものとする。
5. 本条は、甲が未成年者である場合に適用する。

[bookmark: _fsda9jthref5]第16条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、本プログラムの申込手続、教育機関への出願、滞在先手配、渡航準備支援及び緊急時対応等に必要な範囲で、甲の個人情報を取り扱う。
2. 乙が甲の個人情報を海外の教育機関、滞在施設、現地提携事業者その他第三者へ提供する場合、個人情報保護法その他適用法令に従い、必要な情報提供及び同意取得等の手続を行う。
3. 健康情報その他の要配慮個人情報については、法令に従い適切に取得及び管理する。
4. 乙は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じる。
5. 個人情報の利用目的、第三者提供、保存期間及び問い合わせ窓口については、乙のプライバシーポリシーその他の説明書面に定める。

[bookmark: _es3h9men3u3d]第17条（乙の説明義務及び情報提供）
1. 乙は、甲が本プログラムへの参加を判断するために重要となる事項について、正確かつ分かりやすい説明を行うよう努めるものとする。
2. 乙は、費用、提供サービス、キャンセル条件、渡航要件その他の重要事項について、甲が確認できる方法で情報を提供する。
3. 乙は、把握している重要な制限事項又は不利益となる条件について、合理的な理由なく説明を省略してはならない。
4. 乙が提供する情報のうち、第三者又は公的機関から取得した情報については、情報の更新時期及び変更の可能性があることを必要に応じて説明する。
5. 甲から本プログラムに関する質問又は確認依頼があった場合、乙は、合理的な範囲で回答するものとする。

[bookmark: _9d1lgm416yxj]第18条（保証の範囲及び責任）
1. 甲は、留学プログラムへの参加によって、特定の語学力、学業成績、資格取得、進学、就職その他の成果が必ず得られるものではないことを確認する。
2. 乙は、教育機関、入国管理当局その他第三者の独立した判断について、その結果を保証するものではない。
3. 乙は、契約上の義務に従い、善良な管理者の注意をもって留学支援業務を遂行するものとする。
4. 乙の故意又は過失による契約違反その他法令上の責任が認められる場合、乙は適用法令に従い責任を負う。
5. 本確認書のいかなる規定も、乙が法令上負う損害賠償責任その他の義務を不当に免除又は制限するものではない。

[bookmark: _b28i60rwvhfv]第19条（相談・苦情及び紛争対応）
1. 甲は、本プログラムの内容、費用、提供サービスその他に疑問又は問題が生じた場合、乙の相談窓口に問い合わせることができる。
2. 乙は、甲から相談又は苦情を受けた場合、その内容を確認し、合理的な期間内に必要な回答又は対応を行うものとする。
3. 甲乙間で紛争が生じた場合、双方は誠意をもって協議し、円満な解決に努めるものとする。
4. 協議によって解決できない場合は、関連契約書類及び適用法令に従い解決する。
相談・問い合わせ窓口
· 会社名：
· 担当部署：
· 電話番号：
· メールアドレス：
· 受付時間：
· 緊急連絡先：

[bookmark: _3bii57dsxolz]第20条（重要事項の確認）
甲は、乙から本プログラムに関する次の重要事項について説明を受け、その内容を確認したものとする。
□ 留学プログラムの名称、留学先及び実施期間
□ 留学先教育機関及び受入条件
□ 提供サービスの内容及び対象範囲
□ 留学費用の内訳、支払方法及び追加費用
□ 申込手続及び必要書類
□ パスポート及びビザ・査証の取得条件
□ 航空券及び渡航手段の手配条件
□ 滞在先及び現地生活環境
□ 海外留学保険及び医療対応
□ キャンセル・変更及び返金条件
□ プログラムの変更又は中止の可能性
□ 現地法令及び教育機関の規則
□ 安全管理及び緊急時対応
□ 未成年者の参加条件（該当する場合）
□ 個人情報の取扱い及び海外への情報提供
□ 留学成果及び入学許可等に関する保証の範囲
□ 相談・苦情及び紛争対応窓口
□ 関連契約書類との関係

[bookmark: _7w9f3pucmbbf]第21条（説明内容の理解及び追加確認）
1. 甲は、本確認書及び関連契約書類の内容について説明を受け、不明点がある場合には乙に質問する機会が与えられたことを確認する。
2. 乙は、甲から説明内容について追加の確認又は資料提供を求められた場合、合理的な範囲で対応するものとする。
3. 甲は、本確認書に署名又は電子的な承認を行うことにより、説明を受けた事項を確認する。ただし、当該署名又は承認は、乙の説明義務違反、契約不適合その他法令上の責任を免除するものではない。
4. 説明時点で未確定の事項がある場合、乙は、その内容、確定予定時期及び確定後の通知方法を甲に説明する。
未確定事項・追加説明事項
項目：
内容：
確定予定日：
通知方法：

[bookmark: _2q6vie88yl4]第22条（確認書の保管及び効力）
1. 本確認書は、甲乙双方が内容を確認したうえで作成し、それぞれ書面又は電磁的方法により保管する。
2. 本確認書は、乙が甲に対して行った重要事項説明の内容及び確認状況を記録するものであり、別途明示的な合意がない限り、本確認書のみをもって留学プログラムへの参加契約が成立するものではない。
3. 本確認書の作成後に重要事項の変更が生じた場合、乙は、その変更内容を甲に説明し、必要に応じて変更確認書その他の書面を作成する。
4. 本確認書に定めのない事項については、関連契約書類及び適用法令に従うものとする。

以上のとおり、甲は乙から留学プログラムに関する重要事項について説明を受け、内容を確認したことを証するため、本確認書を作成する。
















　　　　年　　　月　　　日

甲（留学プログラム申込者）
住所：

氏名：

生年月日：

電話番号：

署名又は押印：

法定代理人（未成年者の場合）
住所：

氏名：

甲との続柄：

電話番号：

署名又は押印：

乙（留学エージェント・留学支援会社）
所在地：

会社名：

代表者名：

説明担当者名：

電話番号：

署名又は押印：

